
 

 

 

参考資料 ②他市事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

参考資料 ②他市事例 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション 1-① 適切な規模をふまえた多様な機能の集約 

【対象エリア】下関駅前 

来訪者増加、回遊性向上を目的とした図書館・カフェ・書店等の複合施設整備 

［事例］徳山デッキ（徳山駅） 

概要 事業目標（指標） 
成果（事業開始 

5 年後の目標値） 

 2015 年から駅ビル建て替えを含む大規模再開発が進行し、2018

年に図書館・カフェ・書店などを併設した複合施設として新駅ビ

ル「徳山駅前賑わい交流施設」が完成した。駅の南北をつなぐ自

由通路も整備され、回遊性が向上している。 

 2024 年には駅北口に旧近鉄松下百貨店跡地の再開発で駅とデッ

キで直結した「徳山デッキ」が開業。オフィス、商業施設、ビジ

ネスホテル、タワーマンション、多目的広場が整備されている。

総事業費は約 122 億円（うち 34 億円は国と周南市の補助金）。 

年間来訪者数 約 185 万人 

年間売上高 約 49 億円 

年間平均雇用者数 約 300 人 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：都市計画決定、再開発の主導・推進、資金支援 

 

出典：徳山デッキ公式 HP 

【施設概要】 

 敷地面積：約 8,350 ㎡ 

 階数：地上 18 階 

 構成： 

 ・住宅（100 戸） 

 ・オフィス 

 ・商業機能（約 9,200 ㎡） 

 ・ホテル（117 室） 

 ・立体駐車場 

 ・屋外デッキ 等 
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アクション 1-① 適切な規模をふまえた多様な機能の集約 

【対象エリア】下関駅前 

観光振興、企業立地促進を目的としたホテル・オフィス・商業等の複合施設整備 

［事例］FUKUMACHI BLOCK（福井駅） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 北陸新幹線の福井延伸（2024年 3 月）を契機に、観光客増加・

企業立地の促進・駅前の賑わい創出へ対応するため、福井駅

前では大規模な再開発が進行。FUKUMACHI BLOCK（フクマチブ

ロック）は食・文化・住まい・仕事を統合した新しい都市拠

点として、福井市中心部の都市再生を牽引する存在となって

いる。 

 福井駅周辺では、このほかにも旧福井西部百貨店の建替え（マ

ンション開発）、南通り再開発等の複数の大型再開発事業が進

行している。 

観光来訪者数の

増加 
＋13 ポイント 

大型コンベンション

誘致 
年間 20 件以上 

新規産業創出 
ベンチャー企業 

5 社入居 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：都市計画決定、再開発の主導・推進、資金支援 

出典：福井駅西口全体空間デザイン基本方針 

【施設概要】 

 敷地面積：約 6,950 ㎡ 

 延床面積：約 71,200 ㎡ 

 階数：地上 28 階 

 構成： 

・ホテル（252 室） 

・オフィス 

・住宅 （118 戸） 

・立体駐車場 

・商業機能 

・カンファレンス機能 

・屋内広場、屋上広場 

出典：https://skyskysky.net/construction/202343.html 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション 1-① 適切な規模をふまえた多様な機能の集約 

【対象エリア】下関駅前 

港と駅をつなぎ、交流人口増加･市民サービス提供を目的とした道の駅･商業･交流センター等の複合施設整備 

［事例］キタカラ（稚内駅） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 JR 稚内駅と一体化した複合交流施設で、交通・観光・商業・

福祉を一体的に整備し、町と港を連携させ中心市街地の再集

約と来訪者増を図った事業。 

 稚内駅前地区第 1 種市街地再開発事業として進められ、延床

約 6,700 ㎡、バスターミナル・道の駅機能・映画館・商業・

地域交流センター・高齢者住宅などを複合化して段階開業

（2010〜2012 年）した。 

 資金調達にあたっては、保留床を抱えるリスクを解消するた

めにまちづくり会社（株式会社まちづくり稚内）が SPC の設

立母体となり、SPC が商業床を取得。各事業者は SPC と賃貸

借契約を結び、SPC がテナント誘致・賃料回収を担う構造と

している。 

年間来場者数の

増加 

約 120 万人 

（H29 年度） 

持続可能な 

事業運営 
黒字運営を実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：都市計画決定、再開発の主導・推進、基盤整備・施設整備（公共施設部分）、資金支援 

 

【施設概要】 

 敷地面積：約 3,440 ㎡ 

 延床面積：約 6,785 ㎡ 

 階数：地上 5 階 

 構成： 

・道の駅  

・映画館  

・コンビニ  

・観光案内所 

・高齢者住宅  

・交流機能  

・平面駐車場 

出典：キタカラ公式 HP 

出典：稚内市都市計画マスタープラン 
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アクション 1-① 適切な規模をふまえた多様な機能の集約 

【対象エリア】下関駅前 

既存商業施設の空床の解消を目的とした商業床のオフィスへの転用 

［事例］セントシティ北九州 

概要 事業目標（指標） 成果 

 商業施設として長い歴史を持つ同ビルは、空床問題が発生し、テ

ナント構成の再編が急務となっていたことから、2021 年の大規

模改装を機に、従来は全フロア商業だった構成の一部をオフィス

へ転用した複合施設へと転換。 

 駅前の好立地性を活かすとともに、コワーキングスペース運営企

業を先行して導入することで、大手企業誘致にもつなげている。 

 上層階にオフィスワーカーが流入することで、下層階の商業機能

の客数が向上するといった相乗効果もみられている。 

空床率 

ほぼ満床に近い 

（具体的な数値

は公表なし） 

昼間人口の増加 
250 名程度 

（目標値） 

商業施設の売上 10～20％増加 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：企業誘致支援（補助金等） 

  

出典：https://jll-rm.co.jp/records/saintcity/ 

出典：セントシティ公式 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション 1-② 駅前広場の確保 

【対象エリア】下関駅前 

駅周辺の賑わい創出を目的とした歩行者優先・公共交通の利便性向上を図る駅前広場整備 

［事例］姫路駅前広場 

概要 事業目標（指標） 成果 

 姫路駅前は、都市の玄関にふさわしい、ゆとりある空間が不足し、

昭和期に策定された基本構想が現在のニーズに対応できない状

態が続くことで、中心市街地の空洞化が進展する状態であった。

そこで、駅前広場の交通機能を一部民間敷地も活用しながら拡張

するとともに、区画整理によりトランジットモール化を行うこと

で、歩行者空間の創出を図る事業を行い、2015 年に再整備が完

了。 

 再整備により、姫路城への眺望確保や歩行者の利便性向上、交流・

賑わいの創出、公共交通の利便性向上といった多面的な効果をも

たらしている。 

駅周辺の歩行者量 
40%増加 

（整備前年度比） 

商店街の新規出店数 目標値の 2倍以上 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：都市計画決定、基盤整備（主体・関係者調整含む）、市民参加の促進、管理運営体 

  

出典：姫路市 HP 
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アクション 1-② 駅前広場の確保 

【対象エリア】下関駅前 

市街地の回遊性向上を目的とした憩い・交流・イベント開催等の場となる広場整備 

［事例］熊本花畑広場 

概要 事業目標（指標） 成果 

 花畑広場（くまもと街なか広場）は、熊本市中心部の熊本城と中

心市街地をつなぐ象徴的な場所として2021年に全面供用が開始。 

 熊本市の中心部は熊本城地区と桜町周辺地区等に市街地が分か

れ回遊性の向上が課題であったことや、旧バスターミナル前は 4

車線道の車中心の空間であり、歩行者の回遊を阻害していた。そ

こで、大規模な歩行者空間と、熊本城からつながる災害復興拠点

の機能を有する広場を整備。 

 整備後は、来訪者増（約 4 倍）、回遊性の向上、多様なイベント

開催による賑わい創出等に寄与している。 

年間来場者数 

約 4 倍増加 

（約 58.5 万人 

→約 218 万人） 

周辺の地価上昇率 
34.8 ポイント 

増加 

中心市街地の 

居住人口 

1,291 人増加 

（目標は 396 人増加） 

 

 

 

 

 

 

  

行政の役割：市道廃止・土地利用転換、基盤整備（主体・関係者調整含む） 、市民参加の促進、管理・運営ルールの整備 

  

出典：花畑広場公式 HP 

出典：桜町・花畑周辺地区まちづくりマネジメント基本計画 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション 1-② 駅前広場の確保 

【対象エリア】下関駅前 

観光地の魅力向上を目的に地域資源（川下り）と連携した広場整備 

［事例］西鉄柳川駅前広場（整備中） 

概要 事業目標（指標） 概要 

 西鉄柳川駅周辺は、観光地としての魅力向上や、市民生活の利便

性向上を目的として再整備が進行している。 

 駅前まで水路を引き込み、観光資源となっている川下りを駅前か

ら直接利用可能にするとともに、歩行者空間の拡大や賑わい施設

の整備により景観形成と利便性向上を図っている。 

来訪者数の増加 約 2 倍増加 

交通混雑の改善 具体値は公表なし 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：都市計画決定、基盤整備（主体・関係者調整含む） 、市民参加の促進 

  

出典：グッドデザイン賞 HP 

出典：柳川市 HP 
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アクション 1-③ 若年層・ファミリー層の利用促進 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

中心市街地への若者流入を目的とした学生の居住支援 

［事例］山形市（山形クラス） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 山形クラスは、山形大学・東北芸術工科大学・山形県・山形市・

山形県住宅供給公社が連携し、中心市街地の空き家・空きテナン

トを学生向けシェアハウスにリノベーションして提供するプロ

ジェクト。学生側は低家賃・初期費用等が不要で中心市街地に暮

らすことができる、オーナー側は建屋の改修費への補助金活用や

公社が運営するため安定的な賃貸運営（住宅セーフティネット制

度の活用）といったメリットがある。 

 まちの空洞化対策と若者の中心市街地への居住促進・地域コミュ

ニティの活性化といった効果がみられる。 

提供戸数 

（空家の減少） 

25 戸 

（入居率 100%） 

地域コミュニティ

の活性化 

具体的な効果は

公表なし 

経済効果 

具体的な効果は

公表なし 

※学生 1 人あた

り 20 万円程度の

家賃削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：住宅改修費の支援（補助金）、家賃補助（家賃低廉化事業）、住宅セーフティネット制度活用支援 

  

出典：山形県住宅供給公社 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション 1-③ 若年層・ファミリー層の利用促進 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

商店街振興を目的とした大学との連携（研究室の設置・学生参加型イベント等） 

［事例］彦根市（花しょうぶ通り商店街） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 彦根城に隣接する歴史的市街地に位置する花しょうぶ通り商店

街は、1990 年代後半から滋賀大学・滋賀県立大学・聖泉大学など

市内の複数の大学と長期的に連携。研究発表や活動拠点としての

「街なか研究室」の商店街内への設置や、歴史資源を生かした取

組、市民との交流拠点、学生参加型イベントなど多様な取組がな

されている。また、「街の駅」として、案内所・情報発信・地域交

流機能を持った施設が歴史的建物を活かして整備されている。 

 若年層の参画の場を設けたことで、商店街の活性化や地域資源の

再発掘・ブランド化に加え、LLP※設立による持続的な協働体制

が構築されている。 

※LLP（有限責任事業組合）：複数名や企業が共同で事業を行うた

めに設立する組合型の法人格を持たない事業体 

イベント開催 
毎月 1 回定期開

催を継続 

学生参加者数 
100 名以上 

/イベント 

空き家活用数 4 件 

 

 

 

 

 

行政の役割：振興エリアへの位置づけ、市民参加の促進、活動支援（補助金等） 

出典：彦根市 HP 

出典：滋賀彦根新聞 

出典：彦根商店街連携 
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アクション１ｰ③若年層・ファミリー層の利用促進 
【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

子育て世代の満足度向上を目的としたワーキングエリアを併設した屋内遊戯施設の整備 

［事例］寒河江市（CLAAPIN SAGAE） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 CLAAPIN SAGAE は、次世代子育てステーション整備事業の一環と

して、子育て世代の満足度向上や移住・定住の促進を目的として

2025 年に整備された。また、道の駅に併設されており、周辺観光・

地域交流の活性化も図られている。 

 全天候型の大型遊戯施設として、屋内に大型遊具から学びのスペ

ースまで備えており、幅広い年齢の子どもが対象となっている。

加えて、ワーキングエリアも整備され、子どもを見守りながらリ

モートワークが可能となっており、親にとっても利用しやすい施

設となっている。 

施設利用者数 

具体的な数値は

公表なし 
子育て世帯数 

周辺市街地への

誘導数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：施設整備（主体）、運営体制の構築 

出典：CLAAPIN SAGAE 公式 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション１ｰ③若年層・ファミリー層の利用促進 
【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

中心部への学生流入と大学のブランド化を目的とした駅前へのキャンパス移転 

［事例］徳島文理大学・高松駅前キャンパス 

概要 事業目標（指標） 成果 

 高松駅周辺は、交通利便性が高く、商業・観光・港湾が隣接する

エリアである。 

 徳島文理大学・高松駅前キャンパスは、このエリアに大学を立地

させることで、学生が駅前に常駐する環境をつくることによる中

心市街地の活性化に加え、交通利便性の高さや産官学連携が進み

やすいといった利点を活かした大学のブランド強化を図ってい

る。 

地域経済への 

波及効果 

具体的な数値は

公表なし 公共交通利用者数 

大学志願者数 

 

行政の役割：再開発計画への位置づけ 

出典：徳島文理大学 HP 
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アクション２ｰ②まちづくりガイドラインの策定 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

賑わい形成と景観形成の両立を目的とした道路や沿道建築物等のデザインガイドライン 

［事例］佐賀市中央大通りトータルデザイン 

概要 事業目標（指標） 成果 

 佐賀市中央大通りトータルデザインは、佐賀駅と街なかをつなぐ

シンボルロードであり、通りの魅力向上と中心市街地の活性化を

目的に 2018 年に策定された中央大通りエリアの再生と景観形成

のための総合的な整備方針。 

 歩行者中心の道路空間整備や緑豊かな景観形成、回遊性の向上、

沿道建築物のデザインについて方針が定められており、特に景観

についてはデザインガイドラインとして具体的な整備基準が提

示されている。 

 中央大通り沿道で建物改修などを行う際には、デザインガイドラ

インに沿った整備を支援する補助制度が設けられている。 

中心市街地通行量 
54 ポイント増加

（R3 年度比） 

地価の上昇 
10 ポイント増加

（R元年度比） 

中心市街地居住者数

の増加 

約 600 人増加 

（R3 年度比） 

遊休不動産の減少

（間口率） 
具体値は公表なし 

 

行政の役割：ガイドライン策定（主体）、補助制度の運用、エリアマネジメント協議会の立上げ・支援 

出典：中央大通りエリアビジョン 

出典：第 38回全国駐車場政策担当者会議 



 

 

資②-13 

 

参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション２ｰ②まちづくりガイドラインの策定 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

観光資源である景観の保全を目的とした斜面地に建つ建物や外構等の景観ガイドライン 

［事例］長崎市景観まちづくりガイドライン 

概要 事業目標（指標） 成果 

 長崎市は特に斜面地の多い都市であり、その独特の地形が景観資

源となっていることから、斜面地の景観を守りながら魅力を高め

るためのガイドラインとして、特に東山手・南山手地区のガイド

ラインが詳しく示されている。 

 建築物のデザイン（高さ・ボリューム、色彩、屋根、素材）、外構・

緑化（デザイン・日常の維持管理）、駐車場、工作物（看板）、夜

間景観等について方針が示されており、罰則のない任意のガイド

ラインであり、市民・事業者の協力を前提とした運用がなされて

いる。 

景観整備件数 
4 年間で 21 事業

を実施 

居住環境の向上 

具体値は公表なし 観光客数の増加 

夜景観光価値の

向上 

 

行政の役割：ガイドライン策定（主体）、補助制度の運用 

出典：長崎市景観まちづくりガイドライン 
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アクション３ｰ①公共交通の利便性向上 

【対象エリア】下関駅前 

子どもの移動手段確保やバス利用の習慣づけを目的とした小中学生のバス運賃無料化制度 

［事例］宇部市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 子どもの移動手段の確保や、バス利用の習慣づけ（将来の利用者

確保）等を目的に、宇部市交通局の全路線やデマンドバスにおい

て、小中学生のバス運賃を完全無料化。利用者数が 2～8 倍に増

加した結果となった。 

 また、保護者の車での送迎の負担軽減に加え、親世代が同乗する

ことにより大人の利用者数増加も期待されている。 

 

小中学生の利用

増加 
2～8 倍増加 

保護者（大人）

の利用増加 
具体的な数値は

公表なし 
若年層の利用率

増加 

 

行政の役割：乗車券の発行、費用負担 

出典：宇部市 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション３ｰ①公共交通の利便性向上 

【対象エリア】下関駅前 

通学支援・地域公共交通の利用促進を目的としたバスの大学生向けフリーパス制度 

［事例］山陽小野田市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 山陽小野田市立山口東京理科大学の学生を対象に、市内を中心に

運行する船鉄バスを学生証提示で無料乗車できる制度。大学の通

学支援と地域公共交通の利用促進を目的に導入。（2026 年 3 月で

終了） 

 制度終了後は、学生の通学や課外活動・ボランティア活動等に対

して生じる交通費の補助を大学が行うこととされている。 

 

学生のバス利用

増加 

具体的な数値は

公表なし 

大学志望者数の

増加 

市内施設の経済

効果 

 

行政の役割：協定締結支援（大学⇔交通事業者） 

出典：山陽小野田市立山口東京理科大学 HP 
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アクション３ｰ①公共交通の利便性向上 

【対象エリア】下関駅前 

観光客の利便性・移動満足度向上を目的としたオンデマンドバスの導入 

［事例］網走市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 網走市周辺は観光地が広範囲に分散しており、公共交通だけでは

観光客の移動が不便という問題があり、また既存の「どこバス」

（オンデマンドバス）は市民向けで観光客には利用しづらい面が

あったため、観光客向けの「どこバス＋plus」を導入。 

 タクシー会社の収益を圧迫しないよう、運賃を安価にしすぎない

という方針をとり、バスはオンデマンドで広域をカバーし、タク

シーは細かい時間や時間指定など、バスがカバーしきれない部分

を担当している。 

 デジタルチケットと連携し、観光施設や飲食店の利用券とセット

になった周遊チケットで利用が可能。 

観光客利用者数・

運行数 

390 名・235 運行

（3 か月間） 

観光消費額 
1.2～1.3 倍増加

（推計値） 

周遊性 

（遠方地など） 具体的な数値は

公表なし 

観光宿泊者数 

 

行政の役割：国庫補助事業の申請、地域事業者間調整 

出典：網走市 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション３ｰ①公共交通の利便性向上 

【対象エリア】下関駅前 

ナイトタイムエコノミーの活性化を目的としたバスの深夜時間運行（実証） 

［事例］苫小牧市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 苫小牧市では、タクシー運転手の高齢化・稼働率の低下によって

タクシー不足が深刻化しており、特に深夜の移動手段不足が大き

な問題となり、市民の夜間経済活動の停滞を招いていた。そこで、

道南バス協力のもと 2024 年から忘年会シーズンに「ナイとまバ

ス」として、深夜バスを運行する実証を行っている。 

 運行期間は 12 月の毎週金曜日で 23 時～運行開始。運賃は一律

1,000 円で既存路線を活用し 2 方面各 2 便を運航している。 

 タウンマネジメント組織との協力で、利用者にクーポン付与など

のインセンティブ施策も実施されており、交通課題の解決と中心

市街地の活性化を同時に勧める体制が構築されている。 

公共交通利用者数 

利用者数  

延べ 101 人 

（2024 年） 

地域経済波及効果 

市民の来訪店舗数・

売上等の増加 

（具体的な数値は 

公表なし） 

   

行政の役割：制度・法令対応の調整、事業負担、地域事業者との調整 

出典：国土交通省資料 

出典：苫小牧市 HP 
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アクション３ｰ②自動車動線および駐車場の改善 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

駅前へのアクセス性改善を目的とした動線整理と駐車場の整備 

［事例］大分駅前 

概要 事業目標（指標） 成果 

 大分駅周辺は、鉄道が南北を分断し踏切が慢性的な渋滞を引き起

こすとともに、駐車場不足やアクセス性の悪さによって中心市街

地の活力低下が懸念されていた。 

 鉄道の高架化や駅前広場の動線整理により、自動車動線をスムー

ズにするとともに、区画整理により大規模駐車場を新設しアクセ

ス性を向上させた。また、幅 100m・長さ 444m の歩行者空間（大

分いこいの道）を整備し、都心の魅力向上を図ることで、周辺で

は新たな再開発事業もスタートしている。 

アクセス改善率 129%（目標値） 

歩行者通行 
約 26,000 人増加 

（3 日間合計） 

中心市街地の 

賑わい向上 

具体的な数値は 

公表なし 

市民参加の拡大 
イベント参加者数

2,700 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政の役割：都市計画決定、基盤整備（主体・関係者調整含む） 

出典：大分市 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション４ｰ①コンテンツの磨き上げ 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

商店街振興を目的とした商店街組合による地域資源のブランディング化 

［事例］下町人情キラキラ橘商店街（東京都墨田区） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 商店街組合を中心に、高齢化した店主や古い店舗構成といった

“弱み”を「下町の温かさ」として再定義・ブランディング化す

るとともに、既存の店舗の魅力を発掘し、女性の視点を取り入れ

た店舗改善を行うことで、地域住民の回遊性が改善された。 

 地域ニーズを踏まえた新規出店（24 時間スーパー等）の誘致によ

り、昔からの商店主の意識変化も促し、地域住民の生活拠点とし

ての価値を高めていった。 

 外部企業や千葉大学等とも連携し、商店街と地域・企業・大学、

行政などをつなく団体（一般社団法人）を立上げ、実行力のある

組織として、空き店舗再生・運営や地域イベントの支援・企画を

担っている。 

店舗数増加 10 店舗増加 

来街者数増加 
具体的な数値は

公表なし 

独自ブランドの

商品数 

複数商品 

（具体的な数値

は公表なし） 

イベントの継続 45 年以上継続 

 

行政の役割：資金面での支援（補助金・助成金） 

出典：下町人情キラキラ橘商店街公式 HP 

出典： https://dowellbydoinggood.jp/contents/project/279/ 
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アクション４ｰ①コンテンツの磨き上げ 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

データマーケティングを目的とした商店街のポイント制度を活用したポイントシステム導入 

［事例］気仙沼クルーカード（気仙沼市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 商店街の既存のポイントカード制度を地域全体の共通ポイント

システムに進化させた事例。 

 震災後の復興において、客観的なデータに基づくマーケティング

を行うため、利用者の属性・行動データを収集できるシステムを

導入し、カードを持つことが観光客や市外在住者との継続的な関

係構築にも寄与しており、市外の人も含めて気仙沼の復興・未来

づくりに参加できる仕組みとして設計された。 

地域内消費 
110％ 

（前年比・2020 年度） 

利用者数 

（会員数） 

約 4 万人 

（2021 年度時点） 

観光消費の 

見える化 
ー 

 

行政の役割：資金面での支援（補助金）、関係者間調整 

出典：気仙沼クルーシップ公式 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション４ｰ②新規出店の促進 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

商店街振興を目的としたまちづくり会社の設立と戦略的出店誘致 

［事例］福知山フロント（福知山市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 福知山フロントは、若手経営者を中心に設立されたまちづくり会

社で、高齢メンバーが下支えしつつ、若手が意思決定を担うこと

でスピード感のある誘致を実現している事例。 

 歩いて楽しい商店街作りに向けて地域のニーズに合った業種・業

態をバランスを調整しながら戦略的に選定し、空き店舗に誘致す

る点が特徴であり、組織自ら空き店舗のリノベーションし、複合

施設化したプロジェクトも実施している。 

新規出店数 
24 店舗誘致 

（2024 年時点） 

回遊性向上 

若者・女性の来街

者増加（具体的な

数値は公表なし） 

商業エリア価値

向上 

民間投資の誘発

（具体的な数値は

公表なし） 

組織の若返り 
30～40 代の加入

者が増加 

 

行政の役割：資金面での支援（補助金）、事業調整（制度・許認可等） 

出典：中心市街地活性化協議会支援センターHP 
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アクション４ｰ②新規出店の促進 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

居住誘導区域への居住地誘導を促すことを目的とした職住育近接型のまちづくり 

［事例］■ 居住環境向上用途誘導地区（鹿児島市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 鹿児島市は、職住近接型のまちづくりを進めるため、2024年 3 月

に「居住環境向上用途誘導地区」を都市計画決定。 

 第二種低層住居専用地域の中で、生活利便性の向上や子育て・働

きやすさの向上を目的に、事務所・日用品販売店舗の立地を緩和

し、生活機能を適切に配置した、持続可能な都市構造の実現を図

っている。 

 

居住誘導区域内

人口割合 

具体的な成果は

公表されていな

い 

誘導施設の立地数 

歩行者数 

地価上昇 

 

行政の役割：都市計画決定、規制緩和 

出典：鹿児島市 HP 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション４ｰ③外部空間の有効活用 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

商店街振興を目的とした 1階部分のガラス張りリノベーションによる賑わいの表出 

［事例］油津商店街（日南市） 

概要 事業目標（指標） 成果（目標値） 

 油津商店街は空き店舗が増加し、歩行者の回遊性や賑わいが低下

していたことから、市はウォーカブルなまちづくり（居心地が良

く歩きたくなるまち）を推進する中で、「1 階部分を歩行者に開

く」ことを重要なテーマとして設定。1 階部分をガラス張り化す

ることで、建物内の様子が見えることによる歩行者の安心感の醸

成や、街路への賑わいの滲み出し、夜間の明るさ確保による安全

性・快適性の向上等の効果がある。 

 「テナントミックスサポートマネージャー」を公募し、日南市に

移住することや、誘致店舗数の成果目標付で外部から商店街再生

のキーパーソンを招致することでまちづくりの推進を図った。 

歩行者数 ＋約 42 ポイント 

来訪者の満足度 
19.5％→40％ 

に上昇 

イベント参加者数 
1,050 人→2,000 人

に増加 

 

行政の役割：ビジョン策定、財政支援（補助金）、民間人材の登用、公共空間整備（主体） 

出典：日経 BP 
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アクション４ｰ④未利用の土地・建物、歴史的資源の活用 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

エリアの活性化や観光スポット化、起業支援を目的とした機能不全となった土地の暫定活用 

［事例］北の屋台（帯広市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 火災で焼失した市場の跡地が駐車場として活用され、このエリア

の停滞が中心市街地の賑わい喪失を象徴する状況が続いていた

が、街に活気を取り戻すため、この土地を「北の屋台」としてボ

ランティや地元有志の力によって 2001 年に再生した。 

 中心市街地に、新しい人流を生み、交流の場を創出するとともに、

個人が小規模に事業を始められる環境をつくり、企業プラットフ

ォームとしての役割や、観光客に対し、食文化発信の拠点となる

ことも目的となっている。 

 現在、年間 15 万人が集まり地域の食材が味わえる代表的観光ス

ポットになるとともに、周辺エリアの活性化にもつながってい

る。また、屋台は 3 年ごとの入れ替え制となっていることから、

卒業後は独立する店舗も生まれ、小規模飲食店の育成・独立支援

にも効果を発揮している。 

来訪者数 
約 15 万人/年

（2025 年） 

地域内経済波及効果 
具体的な数値は

公表なし 

独立店舗数 
2 店舗/年 

（2025 年） 

 

行政の役割：法規制面の解決支援 

出典：北の屋台 HP 

出典：帯広観光コンベンション協会 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション４ｰ④未利用の土地・建物、歴史的資源の活用 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

周遊性向上及び観光滞在時間の増加を目的とした歴史的建造物を活用した分散型ホテル等事業 

［事例］NIPPONIA HOTEL 大洲 城下町（大洲市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 大洲市は城下町として歴史的資源を有するまちであるが、観光客

は日帰りが中心で宿泊需要がないという問題に加え、歴史的建造

物の老朽化が進み、取り壊しの危機にあった。そこで、歴史的建

造物を「観光資源」として捉え直し、城下町全体をホテルに見立

てるという新しい観光モデルとした。 

 小規模な町家でも複数棟を束ねることで収益性を確保できる点

が強みであり、歴史的建造物の保存・再生や、日帰り型→滞在型

への転換による観光まちづくりの経済効果だけでなく、地域住民

が清掃・修繕に参加するなどの地域コミュニティの再活性化にも

寄与している。 

 なお運営に当たっては、行政・民間事業者・まちづくり組織の三

者が連携する持続可能な仕組みが構築されている。 

 

空き家の解消 

 

31 棟の歴史的建

造物を改修 

 

地域内経済波及効果 

 

1.3 倍（目標値） 

 

観光滞在時間の増加 

宿泊者数ゼロ→

数千人規模 

（具体的な数値

は公表なし） 

 

行政の役割：官民連携支援、財政支援（補助金等）、まちづくりファンド創設支援  

出典：一般社団法人キタ・マネジメント HP 
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アクション５ｰ①情報発信の充実 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

滞在時間や回遊性、再訪意欲の向上を目的としたワンストップ型観光案内所の整備 

［事例］山形市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 山形市は、山形駅東口エリアに「日本一の観光案内所」の整備を

進めており、観光を地域経済の柱として強化し、交流人口の拡大

を図るための中核プロジェクトに位置づけられている。 

 単なる案内所ではなく、山形の魅力を体験し、滞在を促す複合拠

点として位置づけられ、山形の食文化・祭り文化を体験できるス

ペースや、長時間滞在を促す休憩・交流スペースが整備され、駅

構内の案内機能と合わせた 2つの核の整備が構想されている。 

滞在時間の増加 

構想中のため 

具体的な数値は 

公表されていな

い 

地域回遊性の向上 

経済波及効果 

満足度・再訪意向

の向上 

 

行政の役割：施設整備（主体）、共創体制の構築、持続的な施設運営のスキーム構築  

出典：「日本一の観光案内所」基本構想素案 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション５ｰ①情報発信の充実 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

「観光」と「生活」双方への情報提供を目的としたタッチパネル式のデジタルサイネージ 

［事例］西部秩父駅 

概要 事業目標（指標） 成果 

 西武鉄道西武秩父駅改札外コンコースに設置されたデジタルサ

イネージは、秩父周辺の観光地図を表示。イラストのパノラマ地

図（鳥瞰図）を用いて、利用者が能動的に情報を取得することが

できるよう、タッチパネルによるインタラクティブな操作を可能

としている。 

 多言語に対応した掲載情報として、秩父の主な観光スポットだけ

でなく、バス路線や乗り場案内、鉄道の乗り換え案内の情報も取

得することができ、観光（来訪者）だけでなく生活（市民）の双

方をサポートする内容となっている。 

情報取得量 

（タッチ回数） 

具体的な数値は

公表なし 

観光スポットへ

の周遊効果 

広告収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：行政・観光情報提供 ※設置主体は民間  

出典：https://www.seibu-const.co.jp/works/works0033.html 

出典：https://www.hyojito.co.jp/?p=4358 
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アクション５ｰ①情報発信の充実 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

市民による地域情報の発信促進を目的としたインナープロモーションによるシビックプライドの醸成 

［事例］茅野市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 茅野市では、市民が地域の魅力を発掘し、発信者となることを目

的とした取組を展開。①市民が地域資源を発掘し、新たな魅力と

して編集、②若者が「市民特派員」として SNS 発信に参加（ビー

ナネット Chino）、③市民が「自分ごと」として発信できるよう情

報の質の向上を支援等の仕組みづくりを行っている。 

 この取組により、市民が茅野市の魅力に愛着や誇りを持つことで

シビックプライドが醸成され、市民の自主的な取組として定着が

図られているとともに、地域資源の保存・継承や、市民と行政の

協働が進むことに加え、転出抑止や U ターン促進にも寄与してい

る。 

市民特派員の 

登録人数 

具体的な数値は

公表なし 

市民による 

記事・SNS投稿数 

観光客数 

 

行政の役割：SNSの運営管理、市民活動の支援、勉強会・WSの開催  

出典：茅野市 HP（ビーナネット Chino での発信情報） 
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参考資料 ②他市事例 

 

 
アクション５ｰ②市内観光スポット（唐戸エリア等）との連携性向上 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

観光エリアの回遊性向上を目的とした超小型モビリティの導入 

［事例］ウリボーライド（神戸市 六甲・摩耶山上エリア） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 ウリボーライド（URIBO RIDE）は、神戸市の六甲・摩耶山上エリ

アで展開されている、超小型電気自動車を使った観光向けレンタ

ルサービス。道幅が狭く、アップダウンが多い六甲山上を安全か

つスムーズに移動でき、しかも移動自体が楽しい観光体験になる

点が特徴。神戸市・神戸商工会議所・地元不動産企業が連携して

運営している。 

 公共交通が限られたエリアで、従来は移動がしづらいといった問

題があったが、低速で安全な車両のため景色を楽しみながら移動

できる 1～2 人乗りの超小型 EV を用いることで、自由度の高い観

光周遊を実現している。 

利用者数・車両

稼働率 

具体的な数値は

公表なし 
周遊スポット 

訪問数 

観光消費額 

 

行政の役割：協議会構築・運営、許認可・制度面での支援  

出典： https://co-trip.jp/article/7871 
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アクション５ｰ②市内観光スポット（唐戸エリア等）との連携性向上 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

移動時間の満足度向上を目的とした見るだけではない価値を得られるAR体験型クルーズ 

［事例］九十九島AR体験型クルーズ（佐世保市） 

概要 事業目標（指標） 成果 

 九十九島 AR 体験型クルーズは、AR（拡張現実）技術を活用して

島々の自然・歴史・文化を楽しめる次世代型の遊覧船クルーズと

して、大型遊覧船に乗りながらタブレットをかざすと目の前の島

の特徴・歴史・動植物などが映像や CG で表示される体験を導入

した事例。 

 既存航路のまま新しい価値を提供できるとともに、景色を見るだ

けの移動（クルーズ）が「学べる」「参加できる」「語れる」体験

になり、観光客の満足度向上につながっている。 

観光客の満足度

向上 
満足度 65%以上 

滞在時間の増加 

具体的な数値は

公表なし インバウンド 

観光客の増加 

 

行政の役割：財政支援（補助金）  

出典： https://www.toppan.com/ja/joho/social/case/tourism11.html 
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参考資料 ②他市事例 

 
アクション５ｰ②市内観光スポット（唐戸エリア等）との連携性向上 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

滞在時間の向上を目的とした移動手段の利便性向上と周遊ルートの構築 

［事例］金沢市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 金沢市は、2015 年の北陸新幹線開業後に観光客が急増した一方、

一部エリアに観光客が集中するのみで、滞在時間の短い通過型観

光が問題となっていた。 

 移動手段の利便性向上を図るため、公共レンタサイクル「まちの

り」を導入し市内各所にポートを設置するとともに、バス乗り放

題となる「金沢周遊パス」とレンタサイクルを連携させることで、

市内全域の周遊が可能となった。 

 また、強みである現代アートと伝統文化をめぐる複数の周遊ルー

トを設計し、周遊支援アプリ「金沢旅ナビ」等で情報提供を行っ

ている。 

滞在時間 
具体的な数値は

公表なし 
観光消費額 

レンタサイクル

利用者数 
年間約 20 万回 

アプリダウンロード数 約 8 万件 

 

行政の役割：官民連携総括（実施主体）、財政支援（運営負担金）、設備整備の一部（用地確保等）  

出典：まちのり公式 HP 

出典：金沢市観光協会 HP 
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アクション５ｰ②市内観光スポット（唐戸エリア等）との連携性向上 

【対象エリア】下関駅前、グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

公共交通による観光周遊のしやすさを目的とした駅・停留所名の変更 

［事例］長崎市 

概要 事業目標（指標） 成果 

 長崎市では、観光客を含め誰にでも公共交通を使いやすく利用で

きるようにするため、路面電車の駅名およびバス停留所名を、観

光名所や公共施設名を取り入れた名称に統一。 

 これにより、英語表記や案内アプリでも適合・検索しやすくなる

とともに、観光地間の移動が容易になり、回遊ルートの認知の向

上等の効果が見られる。加えて、地元住民にとっても分かりやす

く、乗り間違いの減少にもつながっている。 

公共交通利用者数 

具体的な数値は公

表なし 

観光スポット 

訪問数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政の役割：交通事業者調整、案内板の整備  

出典：https://www.nagasaki-bus.co.jp/kataru/kataru_news/detail.php?id=3019 
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アクション６ｰ②斜面地住宅の再編・再整備 

【対象エリア】グリーンモール・茶山通り、豊前田通り 

スポンジ化対策とコミュニティ再生を目的とした空地を活用した市民農園 

［事例］さかのうえん（長崎市中新町） 

概要 事業目標（指標） 概要 

 長崎市では斜面地での高齢化や空き家・空き地の増加が問題にな

っており、この斜面地の空き地を市民農園として再生し、地域課

題の解決とコミュニティづくりを同時に進めるプロジェクト。 

 自治会や土地所有者から相談を受けた空き地を整備し、自治会等

の地域コミュニティと協力した運営により、景観改善や防犯性向

上、地域の賑わい創出にも寄与する貸し農園として市民に提供。

周辺の学校とも連携することで、農業体験や食育の場としての活

用も図るとともに、社会福祉事業所とも協力し、伝統野菜を使っ

た加工品の販売も行っている。 

 活動にあたっては行政による助成金のほか、立地適正化計画にお

いて斜面地が「自然共生区域（居住誘導区域外で生物多様性の保

全や良好な自然環境の維持・創出を目指す区域）」に指定されて

いる点もプロジェクトを進めやすい背景となっている。 

空き地の減少 5拠点を整備・運営 

景観の改善 
「長崎市都市景観賞」

を受賞 

活動参加者数の

増加 

約 100 名が活動に

関与 

 

行政の役割：制度面での支援（老朽危険空き家対策事業、自治会管理制度）、土地所有者との調整  

出典：https://www.furusato-tax.jp/gcf/3575?srsltid=AfmBOoq-9TL-Z3vyllue36PQqXz6eX9Ab07J534p1JvQYli_ZQy9PDzC 
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アクション７ｰ②公共施設等を活用した収益施策の構築 

【対象エリア】下関駅前 

エリアマネジメントの実現に向けた資金確保のための公共施設の管理・運営 

［事例］えきまち長浜株式会社（長浜市） 

概要 事業目標（指標） 概要 

 えきまち長浜株式会社は、滋賀県長浜市が中心となって設立した

第三セクター方式のまちづくり会社で、長浜駅周辺の再開発やエ

リアマネジメントを担い、駅前の賑わい創出を目的に活動してお

り、都市再生推進法人に指定されている。 

 長浜駅に隣接する複合商業施設である「えきまちテラス長浜」の

施設運営（駐車場・駐輪場・ペデストリアンデッキの一体管理、

テナント運営、広告事業等）を担い、その収益をまちづくりに還

元するエリアマネジメントを行っている。 

持続可能な組織

運営 

職員数 2 名 

黒字運営 

公共施設の 

管理運営委託費用 
約 50,000 千円 

 

行政の役割：出資（筆頭株主（68.7％））、都市再生推進法人への指定、周辺公共施設の管理委託、財政支援（負担金）  

出典：えきまちテラス長浜公式 HP 
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